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2022年3月4日

電力広域的運営推進機関

作業停止計画調整マニュアルの変更概要

参考２



2作業停止計画調整マニュアルの変更経緯

 「作業停止計画調整マニュアル」は発電設備及び流通設備の作業停止を計画的かつ円滑
に実施するため以下に係る詳細事項について解説するものであり、2018年10月に策定した。

 電力広域的運営推進機関の業務規程

 第11章 作業停止計画の調整
 第12章 系統情報の公表
 附則（平成30年6月29日）

 送配電等業務指針

 第12章 作業停止計画の調整
 附則（平成30年6月29日）

 実運用における課題等で考え方の整理が必要となった場合は、適宜マニュアルを見直して
いる。

 今回、N-1電制本格適用、配電事業ライセンス創設に対応するため、「作業停止計画調整
マニュアル」への反映事項を整理した。



3作業停止計画調整マニュアルの変更概要

（１）N-1電制本格適用に伴う対応

 N-1電制本格適用に伴い、2023年4月以降、流通設備作業時における先行適用電源の優先
抑制がなくなることを踏まえ、作業停止計画調整上の制度移行対応に関する解説を追加

（２）配電事業ライセンス創設に伴う対応

 2022年度の配電事業ライセンス創設に伴い、定款、業務規程、送配電等業務指針の変更が
行われるため、配電事業者の作業停止計画調整に関連する解説を追加

（３）その他

 今回の変更に合わせ、上記の（１）、（２）以外に、マニュアルの読み易さ、分かり易さを向上
させるため、マニュアル全体において、章構成の変更、解説の充実化、曖昧な事項の明確化等を実施



4（１）N-1電制本格適用に伴う対応

 N-1電制本格適用に伴い、2023年4月以降、流通設備作業時における先行適用電源の優先
抑制がなくなることを踏まえ、作業停止計画調整上の制度移行対応に関する解説を追加

変更前（変更箇所は朱書き） 変更案（変更箇所は朱書き及び図中の赤枠）

2.（6）広域連系系統（連系線を除く）において発電制約を伴う
作業停止計画調整の考え方

イ 発電制約量の配分
（イ）定格容量比率按分の具体的な事例
ｇ Ｎ－１先行適用電源の扱い
一般送配電事業者は、発電制約対象として、Ｎ－１先行適用

電源がある場合は、当該発電機に優先的に発電制約量を配分する。

３.広域連系系統（連系線を除く）において発電制約を伴う作業停
止計画調整の考え方

3.2 発電制約量の配分
3.3 定格容量比率按分の具体的な事例
3.3.9 N-1先行適用電源の扱い
一般送配電事業者は、発電制約対象として、N-1先行適用電

源がある場合は、当該発電機に優先的に発電制約量を配分する。
なお、本章「3.3.9 N-1先行適用電源の扱い」は、N-1電制本

格適用により2023年4月以降廃止されるため、一般送配電事業者
は、2023年4月以降の期間を含む作業停止計画について、N-1先
行適用電源の優先抑制を前提に算出した発電制約量発電制約対
象事業者に通知済の場合、N-1電制本格適用に伴う優先抑制の
撤廃により発電制約量が変更となる可能性がある旨を発電制約対
象事業者に速やかに通知する。（年度跨ぎ作業は、2023年3月分
まで優先抑制を適用し、2023年4月以降分は優先抑制を適用しな
い）

制度移行対応を追加
（事業者への通知）



5【参考】 先行適用電源の取り扱い

配電事業者を追加

第59回 広域系統整備員会（2022.2.15）資料１より抜粋



6（２）配電事業ライセンス創設に伴う対応

 2022年度の配電事業ライセンス創設に伴い、定款、業務規程、送配電等業務指針の変更が
行われるため、配電事業者の作業停止計画調整に関連する解説を追加

変更前（変更箇所は朱書き） 変更案（変更箇所は朱書き及び図中の赤枠）

2.（1）作業停止計画の提出
作業を計画する一般送配電事業者、送電事業者、配電事業者、

特定送配電事業者、発電契約者及び実同時同量の契約者（以
下「作業停止計画提出者」という。）は、作業停止計画を広域機関
若しくは一般送配電事業者に提出する。（広域機関システムの入
力支援ツールの使い方など提出にあたっての詳細は、別途定める「作
業停止計画記載要領」参照）

2.（4）作業停止計画の調整

図 2 作業停止計画調整対応イメージ

2.1 作業停止計画の提出
作業を計画する一般送配電事業者、送電事業者、配電事業者、

特定送配電事業者、発電契約者及び実同時同量の契約者（以
下「作業停止計画提出者」という。）は、送配電等業務指針第
230条第1項、第232条、第234条第1,3項、第236条第1,3項、
第241条第1～3項及び第242条第2,3項の規定に基づき、作業
停止計画を広域機関若しくは一般送配電事業者に提出する。（広
域機関システムの入力支援ツールの使い方など提出にあたっての詳
細は、別途定める「作業停止計画記載要領」参照）
2.4 作業停止計画の調整

図 2.4-1 作業停止計画調整対応イメージ
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7（３）その他

 マニュアルの読み易さ、分かり易さを向上させるため、マニュアル全体において、章構成の変更、解説の
充実化、曖昧な事項の明確化等を実施

変更項目 変更概要

（ア） 章構成の変更 •複数の章にまたがっていた類似の解説を関連業務の単位でまとめるように変更

（イ） 解説の充実化
•既記載内容の考え方、計算過程の追加
•本文と図表の記載内容の相互反映
（本文の記載内容を図表に反映、図表の記載内容を本文に反映） など

（ウ） 曖昧な事項の明確化
•業務規程、送配電等業務指針の参照条項の明確化
•手順、留意事項等の明確化
•主語、目的語等の省略部分の明確化 など

（エ） 記載の統一 •同様な意味で異なる用語を使用している箇所の記載を統一

（オ） 記載の適正化
•表現上の見直し
•図の調整 など


